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２．提出意見①

該当する交渉分野

意見

２．提出意見②

該当する交渉分野

意見

日本商工会議所

米国：＜州レベルでのバイアメリカン法＞
州レベルでのバイアメリカン法の導入により、政府調達の領域において国産
品と輸入品で差別が生じる懸念がある。
同法案を撤廃し、政府が調達において国産品と輸入品を無差別に選択出来
ることを明確に担保することを望む。

政府調達

政府調達

わが国は中央政府に加え４７都道府県及び政令指定都市についてＷＴＯの政
府調達協定や経済連携協定で市場を開放している。ＴＰＰ交渉において他の
交渉参加国についても全ての地方政府の政府調達市場を開放するとともに、
自国製品・サービスを優先する制度を禁止することで中小企業はじめわが国
企業の参入機会の拡大を図って頂きたい。
また、ＷＴＯの政府調達協定に加盟していない国については、政府調達協定
と同等のルール適用による公正な政府調達手続の確保を図って頂きたい。


